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今年度より、一定規模以上の認定農業者と

集落営農を対象とする新しい経営安定対策が

開始された。これにより稲作農業の構造が今

後どう変化していくか注目されるが、稲作農

業の現状を2005年センサスにより確認してみ

たい。

１　稲作農家戸数

稲作農家戸数は、1960年には527万戸であ

ったが、80年には383万戸になり、05年では

196万戸と
（注１）

200万戸の大台を切った。05年にお

いて稲作農家は農家数全体（285万戸）の69％

を占めているが、稲作農家戸数は過去５年間

で42万戸（△17.7％）減少し、この減少ペース

が今後も続くと、稲作農家はいずれ（2020年

までには）100万戸を割ることが予想される。

作付規模別のデータがとれる「販売目的の

稲作付農家」についてみると、05年は140万

戸で2000年に比べ19.7％減少し、減少率はそ

の前の５年間（△13.3％）より大きくなってい

る。特に、小規模な農家の減少率が大きく、

都府県の0.5ha未満の稲作農家は５年間で約３

割減少した(第１表)。

一方で、都府県では3ha以上、北海道では

10ha以上の稲作農家が増加しており、一部の

経営体の規模拡大が進んでいることがうかが

える。ただし、都府県の稲作農家（販売目的）

のうち、稲作付面積0.5ha未満が43％、1ha未

満は74％を占めており、多くの稲作農家が零

細であるという構造は現在も変わっていな

い。なお、都府県の5ha以上の稲作農家は17.7

千戸であるが、うち東北地方が7.6千戸、新潟

県が2.0千戸であり、この２地域で54％を占め

ている。

２　作業受委託

都府県の稲作農家（販売目的）138万戸のう

ち、田植を委託している農家は30万戸（21.8％）、

稲刈りを委託している農家は51万戸（36.8％)

あり、これらの委託農家は自らは農業機械を

所有していない(第２表)。

作業委託の割合を規模別にみると、経営面

積0.5ha未満（稲作農家の16％を占める）では、

育苗59.2％、田植42.1％、稲刈り62.2％であり、

0.5～1.0haの農家（36％を占める）では、田植

24.6％、稲刈り41.2％である。

自給的農家は委託率がさらに高いと推測さ

れ、こうした委託農家はいずれ全作業委託か

ら農地賃貸に至り、「土地持ち非農家」とな

っていく可能性が高い。
（注２）

2

〈レポート〉農林水産業

農中総研 調査と情報　2007.9（第２号）

稲作農業の現状
―2005年農業センサスの結果―

主任研究員　清水徹朗

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

（単位　千戸, ％） 

0.5ha未満 
0.5～1.0 
1.0～2.0 
2.0～3.0 
3.0～5.0 
5.0ha以上 

　　計 

1.0ha未満 
1.0～3.0 
3.0～5.0 
5.0～10.0 
10.0ha以上 

　　計 

 全国計 

都
府
県 

北
海
道 

９５年 

第1表　稲作付面積規模別農家数 

資料　農業センサス 
（注）　販売目的の稲作付農家。 
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３　農家以外の農業事業体

農業センサスでは、法人経営等について

「農家以外の農業事業体」として統計をとって

いるが、05年における「農家以外の農業事業

体」の数は16,102であり、
（注３）

2000年に比べて

52.6％増加した。90年から2000年にかけてほ

ぼ横ばいで推移していたことを考えると、こ

の５年間の増加は注目される動きである。こ

のうち株式会社は1,148社で５年前の24.5％の

増加であるが、有限会社は4,855で78.5％増加

した。

農家以外の農業事業体のうち稲作を行って

いる経営体は4,117あり、５年間で2.3倍に増加

し、その稲作付面積は40千haで、５年前の2.2

倍になっている。また、これらの事業体が稲

作作業を受託している面積は132千haになっ

ており、稲作付面積と合わせると、日本の稲

作付面積（171万ha）の１割を占めている。農

家以外の農業事業体の経営耕地面積（260千ha）
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のうち134千ha（52％）は借入地であり、これ

らの事業体が担い手が高齢化している農家の

受け皿になっていることがわかる。

なお、農業センサスでは、農業経営の主体

ではないが作業受託等を行っている事業体を

「農業サービス事業体」として統計をとって

いるが、05年において13,813あり、このうち

非法人（受託組織等）が8,813，農協（ライスセ

ンター等）が3,974である。農業サービス事業

体の受託面積は、全作業７千ha、田植30千ha、

稲刈り83千ha、乾燥378千haで、全作業受託

面積は５年前に比べ28％伸びているものの、

他の作業は５年前よりやや減少している。受

託面積の減少は、受託組織の弱体化が原因で

あると考えられる。

４　今後の見通し

現在の米価水準では、小規模農家が農業機

械を購入するのは困難になっており、昭和一

けた世代の本格的リタイアに伴って、今後、

小規模農家を中心に稲作農家戸数の減少が続

く見込みである。

こうした離農する稲作農家の受け皿づくり

が必要になっていることは確かであり、農業

法人や大規模経営体の数も増大していくであ

ろうが、個別農家の規模拡大のペースは遅々

としている。

今回の参議院選挙の結果を受けて、これま

での稲作に対する構造政策の修正が行われる

可能性はあるが、一方で、稲作兼業農家を現

状のままですべて維持することが困難になっ

ているという現実も直視する必要があろう。

（しみず　てつろう）

（単位　千戸, ％） 
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第2表　稲作農家の作業委託割合 
　　　 （都府県､販売目的､２００５年）     

資料　第１表に同じ 
（注）　「割合」は作業委託農家戸数を稲作農家戸数で割ったもの。 

（注１）05年農業センサスでは自給的農家を含む稲
作農家の数は調査していないため、05年の稲作農
家戸数は「米麦の出荷等に関する基本調査」（農
林水産省）のデータを使用。

（注２）05年の土地持ち非農家の数は120万戸である。
（注３）このうち、法人化していない事業体が5,073、
常雇がない経営体が8,060である。
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１　はじめに

近年、新聞や雑誌等でマグロの資源問題が

取り上げられることが多い。わが国のミナミ

マグロの漁獲枠半減（2007年漁期から５年間）

を決定した「みなみまぐろ保存委員会

（CCSBT）」、2010年時点でのわが国の漁獲枠

を06年比23％減とした「大西洋まぐろ類保存

国際委員会（ICCAT）」等、わが国の漁獲量削

減を契機にしたものである。

今回決定したわが国の漁獲枠削減は４千ト

ン弱であり、50万トン前後とされるわが国の

マグロ供給量と比べればそれほど大きなもの

ではない。削減対象となったクロマグロ、ミ

ナミマグロに限定しても、現在供給量（05年、

６万トン）の６％程度である（第１図）。とは

いえ、マルハ、日本水産等の大手水産会社を

筆頭にマグロ養殖拡大に向けた動きが加速し

ている。今後の供給に対する不安が背景にあ

るものと思われるので、こうした動向につい

て整理する。

２　マグロ養殖の歴史

わが国におけるマグロの増養殖研究は、

1970年に開始された水産庁の委託事業「有用

魚類大規模養殖事業」によって本格化し、02

年には、近畿大学が卵から育てた親魚に産卵、

ふ化させるという循環型の養殖（いわゆる「完

全養殖」）の実現にこぎつけ、04年９月に２世

代目となるマグロを初めて市場に出荷した。

完全養殖は、養殖による資源の再生産を行

うことから天然資源への負荷もなく、養殖の

理想型ともいえるものであるが、実用化まで

の課題も残る。その第１が安定的な産卵の実

現、第２が稚魚の大量安定供給の確保とされ

る。前者は、年によって大きく変動する産卵

の原因究明とその克服、後者は、１％未満と

低水準な状況にある仔稚魚の生残率向上を保

証する飼育技術の開発を内容とするものであ

る。こうした課題を解決し、完全養殖を実用

化するまでには、あと10年程度必要とする関

係者の話もあり、当面は天然幼魚ヨコワの導

入による養殖が主体とならざるを得ない現状

にある。

３　マグロ養殖の現状

民間ベースでの養殖事業は90年代半ばごろ

に開始され、その後02年から03年にかけて急

増し、06年の生産量は３千トン（業界推定値）

に達したとみられている。養殖の行われてい
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わが国のマグロ養殖をめぐる動向

資料　農林水産省『漁業・養殖業生産統計』 
（注）　％表示は、供給量全体に占める国内生産量の割合。 

第1図　マグロ類供給の現況（２００５年） 
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る地域は、鹿児島県（とくに奄美大島）、長崎

県（対馬、五島）等であり、前者が生産量の

５割程度を占め、最大の産地となっている。

天然種苗であるヨコワは、夏場長崎県の壱

岐･対馬、あるいは四国や紀伊半島沖等の漁

場で、体長20～30cm、体重100～500ｇ程度の

サイズで捕獲される。現行規模の養殖には、

おおむね20万尾程度が必要とされている。養

殖場では、これを円形ないし方形の大型のイ

ケスで飼養し、２年半から３年程度かけて30

～70kg程度の大きさに育てて出荷する。ヨコ

ワの導入（専門用語で「活け込み」と表現され

る）から出荷までの歩留りは約５割程度とさ

れ、マダイやブリと比べて著しく低く、飼養

技術の改善が待たれる状況にある。

餌料は基本的には生餌であり、冷凍物を解

凍して丸のまま与えるが、マグロの成長に合

わせてイカナゴ、イワシ、アジ、サバ等エサ

となる魚種を変える方法が一般に行われてい

る。マグロを１kg増重させるのに必要なエサ

の量（いわゆる「増肉係数」）は15～16kgとさ

れ、仮に60kgのマグロに育てるのに１トン近

いエサが必要になる。

４　マグロ養殖の課題

今後の養殖マグロを展望した場合、採算面

は別にしても、養殖場、種苗、エサの確保に

関していくつか課題がある。

養殖場に関しては、①一定の水温（最低水

温12℃以上）と水深が必要、②河川の影響を

受けない、③波浪の影響が小さい（長期間の

養殖）等の条件があり、適地が相当限定され

る。陸上養殖も試行的に行われているが、海

面養殖の場合と比較してのコスト高は否め

ず、よほどの歩留り向上がない限り実用化は

不透明といわざるを得ない。

また、天然種苗（ヨコワ）に全面依存する

現状から、これに起因する種苗確保上の問題

もある。養殖事業経営にとっては、安定的な

種苗の確保が大前提となるが、好・不漁によ

って活け込み量が左右されるという問題に加

え、近年の養殖熱の高まりで「ヨコワ争奪戦」

も激化している。また、今般水産庁がまき網

業界団体に漁獲自粛を要請した（07年７月３

日付日本経済新聞「クロマグロ幼魚　まき網漁

自粛を」）ように、資源問題から今後ヨコワの

漁獲制限が実施される可能性も否定できず、

人工種苗生産に期待するところが大きい。こ

の点に関しては研究実績も着実に積み重ねら

れているものの、量産化が課題として残って

いる。

次にエサの問題がある。現在はほぼ生餌

100％という状況であり、エサとなるサバ、

アジ、イワシ等の資源動向、あるいは従来エ

サ向けとされてきた小型魚の中国輸出なども

今後影響してこよう。魚粉を主たる原料とす

る配合飼料の開発も進められているが、こち

らも中国等での養殖漁業の拡大を受けて、世

界的に魚粉需給が逼迫しているという事情も

ある。

結論的に言えば、養殖場の拡大余地、種苗

の確保、エサ（生餌、魚粉）の需給見通し、

いずれも制約要因として作用する可能性が大

きく、わが国マグロ養殖の拡大は当面限定的

なものとなろう。

（でむら　まさはる）
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１　はじめに

本年８月３日に｢平成19年産品目横断的経

営安定対策加入申請状況｣が公表された。本

稿は、同資料をもとに経営安定対策の加入状

況について米を中心に整理するものである。

２　全体の加入状況

まず、全体の数字をみると、19年産の加入

申請を行った経営体数は72,431で、うち認定

農業者67,045、集落営農組織5,386と、認定農

業者が全体の９割以上を占める(第１表)。ま

た、認定農業者の内訳は個人が63,415、法人

が3,630で、個人が圧倒的に多い。

次に、各作物の作付計画をみると、米が

43.7万haで最も多く、以下４麦25.4万ha、大

豆11万ha、てん菜6.6万ha、でん粉原料用ばれ

いしょ2.2万haと続く。ただし、18年産作付面

積等に対する比率でみると、米は25.9％と作

付面積168万haの約４分の１にとどまってお

り、２番目に低い大豆の77.5％を大きく下回

っている(第１表)。

この背景には、品目横断的経営安定対策の

２つの柱である諸外国との生産条件不利補正

対策（以下「ゲタ対策」という）と収入減少影

響緩和対策（以下「ナラシ対策」という）のう

ち、米はナラシ対策のみであることが影響し

たとみられる。米は国境措置により諸外国と

の生産条件格差が実質的に補正されているた

めである。また、同対策に参加しない農家に

も、生産調整に取り組めば産地づくり対策の

なかで価格下落等の影響を緩和する対策（稲

作構造改革促進交付金）が設けられたことも影

響したであろう。一方、米以外の４品目は、

ナラシ対策とゲタ対策の両建てで、かつ後者

のゲタ対策が大きなウェイトを占めている。

そのため、対策に加入しない場合、経営体の

収入は大幅に減少することになるため、加入

割合も高くなったものとみられる。

ただし、今回の米のナラシ対策そのものは、

これまでの稲作所得基盤確保対策及び担い手

経営安定対策等に比べ、対象品目、生産者負

担等においてメリットが拡大するもので、事

前の推進においてもこれらの点は強調されて

いた。それにもかかわらず加入割合が他の４

品目を大きく下回ることになったのは、他品

目との対策の違いや、後で見る地域の農業構

造そのものによる制約等の影響があったとみ

られる。
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（単位　 万ha） 

米 

4麦 

大豆 

てん菜 

でん粉原料 
用ばれいしょ 

作
付
計
画
面
積 

計 

資料　農林水産省｢平成19年産品目横断的経営安定対策加入申請状況｣ 
（注）　米・麦・大豆は18年産作付面積, てん菜・でん粉原料ばれいしょは 
　　19年産作付指標面積に対する比率。 
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第1表　加入申請経営体数及び作付計画面積 
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なお、他品目との対策の違い等による影響

は農水省も想定しており、同省も作付計画面

積の目標を現行の稲作所得基盤確保対策加入

面積（18年産で約75万ha）の半分以上としてい

た。19年産米における加入申請面積43.7万ha

は、この当初目標はクリアしたことになる。

３　農業地域別にみた米の加入状況

さて、19年産米の作付計画面積は、全国ベ

ースでみると18年産作付面積のほぼ４分の１

という結果であったが、この数字は地域によ

って大きく異なっている。農業地域別に作付

面積に占める作付計画面積割合と関連指標を

比較したものが第２表である。

大規模経営中心である北海道の加入割合が

他地域を大きく上回るのは当然であるが、そ

れ以外の地域でも加入割合に大きな格差がみ

られている。例えば、都府県で最も加入割合

が高い北陸の34.2％と最も低い四国の8.2％で

は20ポイント以上の開きがある。

こうした地域による格差の背景には、農業

生産構造の違いがあるとみられる。加入申請

に必要な一定の経営規模を持つ経営体の確

保・育成が、生産基盤の脆弱化が進んだ地域
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では難しかったとみられるからである。第２

表でも、農家の作付規模が小さく、高齢化が

進み、かつ米のウェイトが低い地域で加入割

合が低い傾向がみられている。また、１戸当

たりの作付規模と加入割合の関係をみても、

地域の農業構造が加入割合に影響を与えたこ

とがうかがえる（第１図）。

４　まとめ

以上のように、19年産米の作付計画面積は、

農水省の目標を達成したものの18年産面積の

約４分の１にとどまるとともに、地域による

格差が大きなものとなっている。同省では21

年産で５割の達成を目指すとしているが、今

回加入申請を見送った農家・組織のなかに

は、農業条件が相対的に不利なため参加が難

しかったところも含まれているとみられる。

20年産以降については、そうした条件の克

服が難しい農家・組織の加入にいかに取り組

んでいくかが課題の一つとなろう。そのため

には、加入要件や、手続きの簡素化等につい

てのさらなる検討が必要になるとみられる。

（うちだ　たきお）

（単位　％, ha） 

全国 

北海道 
東北 
関東・東山 
北陸 
東海 
近畿 
中国 
四国 
九州・沖縄 

25.9 

80.1 
32.1 
11.6 
34.2 
13.5 
11.6 
11.1 
8.2 
23.5

 作付計画 
 面積割合 
（対18年産 
 作付面積） 

1.0 

5.9 
1.2 
0.9 
1.2 
0.6 
0.6 
0.6 
0.6 
0.8

 販売目的 
 稲作付農 
 家1戸当 
 たり作付 
 面積 
（平成17年） 

23.0 

11.0 
38.5 
19.5 
64.2 
14.5 
29.0 
31.5 
15.1 
12.4

 農業粗生 
 産額に占 
 める米割 
 合 
（平成17年） 

25.9 

10.2 
18.6 
27.7 
23.3 
32.9 
31.6 
33.7 
32.8 
25.9

 基幹的農 
 業従事者 
 に占める 
 75歳以上 
 比率（稲作 
 単一経営） 
（平成17年） 

第2表　農業地域別作付計画面積割合と関連指標 

資料　農林水産省｢平成19年産品目横断的経営安定対策加入申請 
　　状況｣｢2005年農林業センサス｣｢2005年都道府県別農業産出額｣ 

 

農業地域 

資料　第2表と同じ。図中の数式は近似線のもの。 

第1図　都府県別作付計画面積割合と1戸当たり 
第1図　稲作付規模の関係（東京、大阪、沖縄除く） 
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昨年10月、ドイツで協同組合銀行の農業融

資について聞き取り調査の機会を得たので、

内容を紹介したい。

１　協同組合銀行と農業融資の概況

協同組合銀行にはおもに、農協を起源とす

るライファイゼン銀行と、零細商工業信用組

合を起源とする国民銀行の２系列がある。現

在、銀行数は1,290、組合員数15.7百万人、利

用者数30.5百万人であり、グループ全体で総

資産9,092億ユーロ、14,122の店舗と19万人の

職員を有している（2005年末時点、以下同じ）。

協同組合銀行は他の金融機関に先駆けて農

業融資に取り組み、現在でも農林水産業に対

する最大の貸し手である。協同組合銀行グル

ープの農林水産業に対する貸出額（145億ユー

ロ）は、国内企業・自営業向け貸出（1,674億

ユーロ）の8.7％を占め、他業態より著しく高

い。市場シェアは45.9％で第１位である。
（注１）

ま

た、農林業向け貸出は長期資金が中心である。

融資期間別の残高構成は短期（１年未満）

11.1％、中期（４年未満）10.1％、長期（４年

以上）78.8％である。

２　戦後の農業融資

第二次大戦後から今日までの農業融資につ

いて、ドイツ西北部の地方連合会であるWGZ

銀行の
（注２）

ヴェッセルマン博士に話を伺った。博

士は協同組合銀行グループ全体で有数の農業

専門家である。

1950年代から70年代まで、農業経営と農業

融資は比較的堅調であった。第二次大戦直後、

ドイツは周囲の国から孤立しており、食料難

のため、農業の収益性は高かった。

耕作は馬によっていたが、やがて機械化が

進み、さらに機械の大型化、多種類化ととも

に資金の借入れが必要となった。そうした資

金を協同組合銀行が融資した。融資の際には、

誰が事業主か、何を所有しているかを重視し、

所有物の価値の半分までを貸し付けた。50年

代から60年代は財産価値の急上昇もあって、

この方法が有効だった。

また、米国のマーシャルプラン（ヨーロッ

パ復興計画）により設立された２つの公的金

融機関も、農家に資金を供給した。その後こ

れらの金融機関は再編され、現在では農家に

対する融資は行っていない。

70年代から90年代には、競争が強まった。

周囲のヨーロッパ（EC）諸国が競争相手とな

り、他国からドイツ市場への参入が進んだ。

農業経営においてもコスト削減、収益率、マ

ーケットシェア拡大が重視されるようになっ

た。協同組合銀行は農家の経営状況や、経営

者の資格、職能を重視するようになった。

90年代以降は、世界の市場が開かれ、グロ

ーバル化が進んだ。世界の農産物の小売市場

においては、ウォルマート、リドルなど大手

５～６社の流通に乗るかどうかが重要となっ
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ている。そうした流通への対応に協同組合組

織の役割がある。融資に際しても、必要とさ

れるのは協同組合銀行の力を借りて世界市場

に参入する農業者の意欲であり、その点を厳

しく審査している。

３　今日の農業経営と農業融資

ドイツの農家数は39万戸、平均経営農用地

面積は44haである。イギリスやフランスと比

べ、経営規模が小さく競争力の弱い農家が多

数ある。ただしドイツの中でも格差があり、

旧西ドイツ地域の経営規模が小さい（32ha）

のに対して、歴史的に旧東ドイツ地域の経営

規模は大きい（191ha）。

国際競争の激化やEUの補助金削減により農

業経営の状況は厳しくなっており、農家の過

半は赤字である。農家の８割は、農業所得が

最低限必要な支出水準（６万ユーロ、博士の試

算による）に達していない。そのため、農家

は土地売却と兼業収入に頼って生活してい

る。宅地用に土地を切り売りすれば、家１軒

分の土地で２～３年は暮らせる。また、兼業

農家は農家の７割を占める。

協同組合銀行は、経営状態の悪い農家には

将来が厳しいことをはっきりと告げて助言

し、少しでも経営を改善するよう協力する。

借りた資金をうまく利用できない農家もあ

る。しかし協同組合である以上、経営の悪い

農家にも貸さざるを得ない。

それに対して商業銀行、例えばドイツ銀行

は経営状態の良い農業者だけに融資してい

る。92～99年には、旧東ドイツ地域で特に大

規模な農場だけを対象に融資をしようとした

こともあるが、失敗に終わった。

一方、ドイツ協同組合全体の連合会である

DGRVのアームブルスター博士に伺ったとこ

ろ、以下のように国際競争の中でも協同組合

組織の強みは発揮されているという。

ドイツの食品価格はヨーロッパで一番安

く、フランスの半分程度の水準である。小売

市場は競争が激しく、３年前に進出してきた

ウォルマートは撤退した。しかしその半面、

近隣地域を含む商圏には９千万人の消費者が

おり、良いものを作ればチャンスはある。

例えば、（筆者等が訪問した）ドイツ最古の

ワイン製造協同組合は、小さいが競争力があ

り成功している。都市（ボン）近郊の立地と

谷間の斜面に広がる段々畑の景観を生かし、

観光客にワインを直接販売することで高いマ

ージンを確保している。宿泊施設、レストラ

ン、試飲コーナーなども整備されている。こ

の成功は農協や協同組合銀行との緊密な連携

によるところが大きい。

こうした両博士の話から判断すると、グロ

ーバル化した競争の中で農家や農業関連部門

の生き残りを支援することが、協同組合およ

び協同組合金融のますます重要な役割になっ

ているようである。

（ひらさわ　あきひこ）
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（注１）第２位は公共部門が所有する貯蓄銀行グル
ープ（27.4％）。ドイツの金融機関には、総合銀行
（商業銀行、貯蓄銀行、協同組合銀行）と専門銀
行（不動産抵当銀行、住宅貯蓄金庫、特殊課題銀
行）がある。

（注２）系統事業組織はかつては３段階制であった
が統合が進み、現在は全国組織DZ銀行と、地方
段階で唯一残ったWGZ銀行の２つの連合会（協
同組合中央銀行）がある。その他に、系統全体を
代表するBVRがある。
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研究員　古江晋也

ば、その関心が急速に失われることもあった

ことや企業業績に大きく依存する「利益還元

型CSR」であったことなどもあり、一過性の

ブームとみなされることもあった。

２　金融機関におけるCSR

90年代半ば以降、環境配慮型経営が注目さ

れはじめたが、その担い手は主に電気ガス供

給業、製造業等であった。しかし、2000年ご

ろから相対的に環境負荷の少ない金融業にお

いても環境配慮型経営への関心が高まり、地

域銀行がメガバンクに先駆けて取り組みはじ

めた（第１表）。地域銀行が戦略的に環境配慮

型経営に取り組みはじめた要因は、環境保全

に対する社会的な関心の高まりに加え、金融

庁が「リレーションシップバンキングの機能

強化に関するアクションプログラム」（期間：

03～04年度）を公表し、地域金融機関に地域

貢献を要請したこともあった。

リレーションシップバンキング対応の取組

みはその後も改定され、07年４月には、金融

１　日本におけるCSRの変遷

近年、CSR（Corporate Social Responsibility:

企業の社会的責任）という言葉が、新聞や雑誌

などにあふれている。一般的にCSRとは、顧

客、株主、投資家、従業員という利害関係者

に加え、地域、環境などにも配慮した行動を

とることを意味しており、企業のガバナンス

（統治）に関する議論の側面もある。

日本においてCSRが注目されたのは1960～

70年代の公害問題が深刻化した時期であり、

この問題は企業と社会のあり方を問い直し、

社会的責任という意識を広めるきっかけとな

った。また、80年代後半は、企業業績の拡大

に伴い、芸術、スポーツ活動を中心としたメ

セナ（芸術文化支援）活動がCSRの主流となっ

た。しかし、90年代になると景気低迷を受け

て、企業はいかに業績を維持ないしは向上さ

せていくのか、ということが大きな経営課題

となり、CSRを巡る議論は一時、下火となっ

た。このようにCSRは、時代によって中心的

なテーマが変化し、社会的な情勢が変化すれ
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CSRの考え方と金融機関の対応

滋賀銀行 

第四銀行 

肥後銀行 

第1表　主な地銀の環境配慮型融資への取組み 

資料　古江晋也（2006）  

・05年12月、「しがぎん琵琶湖原則支援資金（PLB資金）」の取り扱いを開始。同支援資金は、滋賀銀行が策定した「し
がぎん琵琶湖原則（PLB）」に基づいて、企業のCSR経営を独自に格付（PLB格付）した融資制度。PLB格付は
ISO14001等の認証取得、環境会計の導入、法令遵守方針など15項目を3段階で評価し、5ランクに区分して金利
優遇を行う仕組みとなっている。 

・環境保全活動を行う企業を支援するため、「事業安定化資金（環境配慮型企業向け特別融資）」と「環境配慮型企業
向け私募債（エコロジー・ボンド）」を発売。双方ともISO14001の認定を受けている企業などを対象としている。 

・04年度より環境配慮を審査制度に反映させている。融資制度は、森林のCO2の吸収機能や水の貯蔵・浄化機能に
着目し、ISO認証取得のほか、森林を保有する企業や個人への融資審査をプラスに評価することとしている。 

びわこ銀行 
・04年、環境コベナンツ（特約）契約付き融資を商品化。さらに、積極的に環境保全に取り組む企業に対しては行内に
おける信用格付制度の評価を加点することとしている。なお、その際の評価基準はISO取得が基準となっている。 



審議会の部会から「地域密着型金融の取組み

についての評価と今後の対応について―地域

の情報集積を活用した持続可能なビジネスモデ

ルの確立を―」が公表された。同報告は恒久

的な枠組みのなかでリレーションシップバン

キングを推進することが提言されており、金

融機関は地域貢献を含めた活動が継続的に求

められるとともに、多重債務問題解決にも一

定の役割が期待されている。

３　CSRの考え方

このように、CSRは地域社会と行政の要請

を受けて、現在では企業経営上の大きな課題

の一つとなっており、ここでは今日における

CSRのあり方を考えてみる。

CSRは伝統的に利益還元型としてとらえら

れてきた。しかし、利益還元型CSRは企業業

績に依存しているため、業績が低迷すれば活

動が縮小ないしは中止され、長期的な活動に

結びつかないこともあった。それに対して、

現在のCSRは「利益還元型CSR」ではなく、

コンプライアンス（法令遵守）体制の強化、

環境保全、社会貢献等の多様なカテゴリーか

ら各企業が自らのビジネスモデルに適合する

活動に組み込み、ブランド価値の向上や危機

管理等を目的に掲げた「本業の一部に組み込

まれたCSR」に変化しつつある。その結果と

して、地域環境の改善と企業価値の向上とい

う従来は二律背反と考えられてきた経営課題

の解決にも寄与しようとしている。

前述した金融機関の環境保全活動は、エコ

カーローンやエコ住宅などの環境配慮型ロー

ンやSRI（社会的責任投資）ファンドの販売を

通じて、事業収益の向上と社会問題の解決へ

の貢献という2つの効果を同時に達成するこ

とを目指している。このようなソーシャル・

ファイナンス的な着想によって社会問題を本

業の枠組みで解決することができれば、その

活動は、企業業績に依存してきた利益還元型

CSRよりも長期継続することが期待できる。

また最近、CSRは企業リピュテーション

（評判）やブランドといった企業価値の向上に

寄与するという効果も注目されている。ただ

し、企業価値を向上させるためには、長期継

続的なCSR活動が不可欠であることはいうま

でもない。つまり、本業に組み込まれたCSR

とは、利益還元型CSRのように企業と社会等

を対立的にとらえるのではなく、企業と社会

等を「Win‐Win」（共存共栄）の関係として

とらえているといえることが大きな特色があ

るといえる。

最近ではCSRを実施する意義も、社会への

利益還元から企業価値の向上へとシフトして

いる。ただし、CSR活動によって高められた

企業価値が持続的な優位性を確保するために

は少なくとも、①CSRが本業に組み込まれて

いること、②社会性の高いテーマであること、

③多様なステークホルダーと継続的にコミュ

ニケーションを行うこと、などがあげられ、

そのマネジメントが重要となってくる。今後、

CSR経営を実践している企業が、企業価値を

向上させるためにどのような戦略を展開して

いくのか、が注目される。

（ふるえ　しんや）
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１　国際商品市況を見ることの重要性

国際的に取引される、原油などエネルギー

や小麦・大豆・牛肉など農畜産物、金・銀な

ど貴金属およびアルミ・銅など原材料工業品

などの商品価格の動きを「国際商品市況」と

言う。個別商品の価格の動きもさることなが

ら、国際商品市況を全体的にとらえることは、

世界経済や日本経済における物価・インフレ

への影響や原材料コストの変化に伴う企業業

績の動向などを見るうえで重要である。

そのため幾つかの商品の価格の動きをまと

めて示す商品指数が作られている。米国CRB

社の作成する国際商品指数は有名であり、そ

のなかでもロイター・ジェフリーズCRB

（Reuter Jeffries CRB、以下「RJ CRB」）指数

は金融市場関係者の間で最も指標的に注目さ

れる指数である。05年に大幅改定された同指

数は第１表の19品目が括弧内のウェイト付け

で指数化される。原油が23％のウェイトを持

つなどエネルギー関係のウェイトが39％と約

４割を占めることから、同指数の動きはエネ

ルギーの価格変動の影響を受けやすい。

また、日本銀行も独自に16品目からなるド

ル建ての国際商品指数を作成している。輸入

物価の先行指標としての性格を持たせるた

め、原油が５割以上(54.1％、以下括弧内はウェ

イト)のウェイトを持つほか、アルミ（10.8％）、

銅（6.4％）、牛肉（5.5％）、北米材（5.1％）が

ウェイトの上位を占める。

２　国際商品市況は02年から上昇軌道へ

RJ CRB指数から1970年以降の国際商品市

況を跡付けると、73年と79年の石油危機にお

いて急上昇した後、80年代以降は世界経済に

連動して上下動しつつ、緩やかにレンジを切

り下げて行く動きを見せた。90年後半から91

年初頭にかけての「湾岸危機」においても、

一時上昇を見せた原油を除き、他の商品の多

くは動意薄で推移した(第１図)。

しかし、この国際商品市況の長期的な軟化

傾向とも言える状況は変化し、02年初頭を底

に上昇軌道に乗った。前述のようにエネルギ

ーのウェイトの高い RJ CRB指数は原油の反

落などを映じ06年７月を天井に下落している

が、旧基準のロイターCRB継続指数で見
(注)

れば

直近まで上昇基調は変わっていない。

３　国際商品市況の堅調の背景

国際商品市況の堅調の背景には、01年９月

11日の米国同時多発テロを分岐点にして中東
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（単位　％） 

商品 

原油（23） 
ヒーティングオイル（５） 
天然ガス（６） 
エタノール混合ガソリン（5） 

ウェイト 39

小麦（1） 
コーン（6） 
大豆（６） 

13

銅（6） 
綿（5） 
アルミ（６） 
ニッケル（1） 

豚赤身（1） 
生牛（6） 

金（6） 
銀（1） 

ココア・コーヒー・砂糖（各5） 
オレンジジュース（1） 

エネルギー 穀物 

18

工業素材 

7

家畜・肉類 

7

貴金属 

16

ソフト 

第1表　RJ CRB先物指数の構成－品目とウェイト－ 

資料　ＣＲＢ社資料から農中総研作成 
（注）　中段：商品欄の（　）内は各商品の個別ウェイトを示す。 



周辺を中心に緊張が高まり、OPECなど資源

国のカルテル的な動きが強まったことが供給

面の変化としてあげられる。加えて、先進国

の景気拡大の継続に加え、中国、インドなど

BRICsや東欧など新興国の着実な経済成長と

内需拡大に伴って商品需要が増加している。

例えば世界の石油需要（日量）は01年から

06年の間に75.4百万バレルから83.7百万バレル

へ１割強（英BP社調べ）増加したが、国際エネ

ルギー機関(IEA)は07年:1.8％、08年も2.5％

の需要増加を予測している。また、世界の鉄

鋼生産量は中国を牽引役に01年の月産７千万

トンレベルから現在、月産11千万トン超に６

割近く増加し原材料需要は急増している。

このような結果、多くの商品の需給は

タイト化する一方、需給緩和の期待感も

低下している。

加えて国際的な流動性の増加も商品市

況を後押ししている。欧米先進国の中央

銀行は政策金利引上げなど引締め政策を

取っているものの、ドルの撒布を通じた

潤沢な国際的マネーフローは商品市場に

とって支援要因となっている。米国の経

常赤字は増加をたどり06年には8,560億

ドル（100兆円超）にまで拡大し、ユーロ

圏も06年にわずかながら経常赤字に転じ

た。このような基軸通貨の撒布が欧米の金融

市場を中心に還流しその一部が商品市場に資

金流入する構図となっている（第２図）。

米国では直近、低所得者層向け「サブプラ

イム・ローン」の延滞増加に伴い、住宅市場

の調整が長引き、成長を妨げる懸念が取りざ

たされると同時に、低格付けなどの信用リス

クの高いものや価格変動リスクの高い投資対

象から離れる傾向も言われ出した。このため、

商品市況にも短期的に調整圧力がかかろう

が、世界経済の成長ゾーンのすそ野が広がり

需要の足腰も強い。ドルの信認低下が生じた

場合の国際商品市況への影響は不透明だが、

国際的に流動性が維持され国際マネーフロー

に異変が生じない限り商品市況が大きく調整

する可能性は低いのではなかろうか。基本的

に上昇基調の長期化ないし高止まりの可能性

は大きいと考えられる。

（わたなべ　のぶとも）
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資料　Datastream（OECD、CRB）データから農中総研作成 
（注）1　ロイターCRB継続指数は73年まで現物指数を使用。 

2　OECD非加盟6カ国：ブラジル、ロシア、インド、中国、南ア、インドネシア。　 
 

第1図　世界経済の動向（景気先行指数）と国際商品市況 
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資料　Ｄａｔａｓｔｒｅａｍ（IMF/ＩＦＳ）データから農中総研作成 

第2図　米国、ユーロ圏の経常収支 
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（注）ロイターCRB継続指数は17品目で構成され幾
何平均でウェイト付けされる。RJ CRB指数とは
アルミ、ニッケル、エタノール混合ガソリンが無
くプラチナが入っていることが相違点。



１　秋田県稲作の現状と政策対応

戦後農政の総決算とされる品目横断的経営

安定対策の導入は、その目的に「水田農業の

構造調整」を掲げていることから、秋田県に

とっては、まさに生き残りをかけて取り組ま

なければならない課題となった。

そのような中、秋田県の2006年産米の10ａ

あたり所得が、前年比12.7％減の31,335円とな

り、過去10年で最低だった05年産を更新し、

03年産の33.1％だったことが東北農政局秋田

農政事務所から報告された。

このような状況下で導入される政策に対し

て、県は本対策の担い手として、認定農業者

と集落営農組織の双方の確保に総力をあげて

取り組んできた。その結果、集落営農組織が

数多く設立されたのであるが、果たしてその

集落営農組織が政策の意図する経営体として

展開できるのかとういう課題は残っている。

この秋田県内の集落営農組織については次節

で見てみることとする。

一方、平均経営面積が15haを超える大潟村

の稲作農家は、今回の対策に対し、一見、冷

ややかな対応をとっているように見える。周

知のように大潟村の農家の過半は転作拒否に

よって認定農業者となることができないた

め、そもそも政策の対象外となるのであるが、

米価下落の下、今回の対策には密かに期待し

ていた部分もある。しかし対策の内容が明ら

かになるにつれ、今回の政策が大規模稲作農

家にとって、さほどメリットのないと理解さ

れるようなってきた。つまり自ら米の販売を

行っている農業経営においては「収入減少影

響緩和対策」も魅力的な対策ではなく、従来

の麦・大豆の奨励金と同レベルの政策である

と認識されているからである。

２ 秋田県における集落営農組織の展開と課題

秋田県では各振興局を基礎とした経営安定

対策の加入誘導目標の合計として、認定農業

者7,352人、特定農業団体等664、農地集積率

48.5％を掲げていた。実際には（８月７日現在）

認定農業者5,298人、集落営農組織483と若干

下回っている。しかし以前の調査では県内に

134の集落営農組織があるとされていたこと

から、本対策の対応として集落営農組織の育

成は大きく前進したといえる。これは知事を

中心としたチームを組んで、県内各地で「あ

ぜ道ミーティング」を実施し推進してきた結

果であり、秋田県内で立ち上がった集落営農

組織は537というデータ（未公表）もある。こ

のデータによると品目横断的経営安定対策に

加入している集落営農組織は526であり、７

月２日より43組織増えていることになる。こ

こでこのデータを分析して、品目横断的経営

安定対策の対応策として推進してきた集落営

農組織の現在の姿を、簡単に見ていくことと

する。

農業センサス集落数別に組織数を見てみる

と、圧倒的多くの集落営農組織は１集落内で

設立されており、２集落が43、３集落以上は28
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で、最大は20集落でひとつの集落営農組織を

設立している。組織形態の多くは「任意組合」

で、「特定農業法人」が16、「特定農業団体」

60、「集落法人」42となっているが、任意組合

のうち26組織は特定農業団体の立ち上げを検

討中であり、将来目標で法人化予定年を設定

できている組織は125である。品目横断的経

営安定対策への平均加入面積は34.3haで、米

だけに限ると31.1haである。会計処理状況は

「プール計算」が35組織で、多くは個別計算で

ある。主たる従事者の所得目標を設定してい

る114組織の平均所得は393万円となっている。

秋田県農業試験場が行った集落営農組織調

査報告では、主たる農業従事者１人あたりの

推定所得が136～205万円と、県の目標所得の

半分にも満たない実態が明らかになってい

る。一方、集落営農を実践することで、10ａ

あたり51,000～87,000円の金額が集落に還元さ

れている。この額は生産費調査による34,000

円をはるかに上回っていることから、集落営

農自体の経済効果は大きいことがわかる。問

題は集落営農組織の中で中心的に活躍するこ

とを期待されている「主たる従事者」の所得

が確保できないことであり、将来においても

政策対象であるための要件を満たすことがで

きないこととなる。

同調査報告では「水稲＋大豆型組織」では

労働が春・秋に集中し、主たる従事者１人あ

たりの労働時間は、40ha規模でも1,092時間で

あり、さらに規模拡大しても旬別最大労働時

間を超えているために総労働時間の伸びは少

なく、主たる従事者の所得増は見込めないと

している。この作目型の組織は規模拡大を図

ると、主たる従事者と準従事者の労働時間に

差がなくなり、所得が均衡することになるの

である。

集落営農組織を設立し農業経営を展開する

ことは、その効率性等から、確かに集落全体

に対して経済効果をもたらす。しかし「水

稲＋転作作物（麦・大豆）」という作目型では、

その季節性の影響を受け、主たる農業従事者

が十分な所得を確保することは困難である。

十分な所得を得るということの意味するとこ

ろは、年間を通して所得を確保できるだけの

労働時間を確保することを示唆しているので

あり、「水稲＋麦・大豆」では十分な所得を

確保するだけの労働時間を得ることができな

いということである。つまり稲作農業だけで

は規模拡大により、家族経営で準従事者の所

得を増やすことで、家族全体の所得を確保す

ることは可能でも、雇用形態では十分な賃金

を支払えるだけのシステムとなりえないこと

を意味している。

東北地方において設立されている集落営農

組織の中には、旧農基法で位置づけられた自

立経営層（経営規模２～４ha層）を含む組織が

多く設立されている。これらの層は東北地方

の販売農家の28.7％を占めるが、これらの農

家を中心とした集落営農組織は、野菜作等を

取り入れることにより、主たる従事者の所得

を確保しつつ、かつ効率的な稲作農業を展開

する可能性は秘めている。東北地方における

集落営農組織の展開は、国の農政が意図する

以上の結果を生み出すかもしれない。しかし

他方で、集落営農組織は立ち上げたものの５

年後の法人化への対応に苦慮する集落営農組

織も少なくない。

(ながはま　けんいちろう)
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１　担い手不足から企業参入を誘致

鹿児島県薩摩川内市の海岸線沿いの砂丘地

は、「唐浜らっきょう」の産地である。唐浜

らっきょうは、生食用として色が白くシャキ

シャキとした食感が市場関係者や消費者に評

価されているが、担い手不足等から産地とし

ての維持が困難となってきている。

同市のらっきょう栽培面積は、1998年の

22haから03年は18haへ、出荷量は同じく405

トンから289トンへと大きく縮小し、また生

産者の平均年齢は現在72歳前後と高齢化が進

んでいる。

農業内部から担い手が容易に見いだし難い

状況のなかで、市は企業の農業参入によって

唐浜らっきょうの産地作り・ブランド化をや

り直したいとし、04年度（当時は構造改革特区）

から農地リース方式による企業参入を推進し

ている。

２ 行政とJA・地域が一体となった参入支援

一般に、農業参入した企業は初期投資の負

担が大きく、また営農技術、販路等の問題を

抱え経営状態は総じて厳しいとされる。こう

した実態も踏まえ、薩摩川内市は参入した企

業が「直ぐにらっきょう栽培が可能な状態」

を提供することを基本方針に、JA・地域と一

体的な参入支援態勢を取っている。

市の支援としては、①圃場整備（遊休地の

整地、除草、立木伐採、排水対策等）、②生産者

の高齢化等に対応した省力化措置（従来は農

家個別に行っていた乾燥・皮むき、選果工程を、

集出荷施設を整備し集約する）③農業公社設立

による農地保有合理化事業、④優良種子確保

事業、⑤労働力確保支援等を行っている。さ

らに、市の営農指導員や県の改良普及センタ

ーが連携して、効率的な生産方法の開発も行

われている。

他方、参入企業は市と結ぶ協定のなかで、

地元のJAさつま川内らっきょう部会に加入

し、部会及び関係機関による生産指導を受け

環境保全に配慮した生産を行い、また、JAの

集出荷施設の利用による共同出荷を行うこと

が盛り込まれている。

農業経営の経験のない企業にとって、地元

JAの部会・農家から日常的に指導・助言を受

け営農することやJAを通じた共販は大きな参

入支援となっている。

３　企業の参入状況

薩摩川内市で最初の参入企業は、鹿児島く

みあい食品(株)だった。同社は鹿児島県のJA

グループが設立した協同会社であり、量販店

等への青果物の直販と漬物、冷凍食品等の食

品加工を主な事業としている。

同社の参入の直接の経緯は、市からJAさつ

ま川内及びJA鹿児島県経済連を経由して参入

打診を受けたことだった。一方、同社として

も農業参入により、①自らの事業基盤である

地域農業・農家への支援、②同社の直販先か

らのらっきょう供給の安定化の要請を以前か

ら受けており、これに応える形で産地開発に

関与する、③新規事業として直営農業の展開
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を試みたいという目的があった。

同社のらっきょう栽培面積は04年に１haか

ら始まり、06年に2.9haへと拡大した。同時に、

10月に植付を行い、翌年5～6月に収穫する通

常の栽培サイクルに対して、他産地との差別

化等から年々早掘りを進めている。早掘りに

よって、らっきょうは、よりみずみずしく柔

らくなるが、一方で反収は低下する。

いままでのところ、近年の天候不順等から、

当初計画に比べると生産量、売上高は下回っ

ているが、これはいたしかたないとみており、

長期的な視点で産地作りの支援を行っていく

姿勢である。

同社の場合、直販組織として首都圏を中心

に既に販路を持っており、この点が農業参入

の大きな強みとなっている。漬物用は低価格

を武器とする中国産、また国内では鳥取産が

有利であり、唐浜らっきょうは生食用として

差別化を図り、食べ方を具体的に提案しなが

ら販売に力を入れて行く方針である。

04年度の鹿児島くみあい食品の参入に続い

て、05年度には新たに６社の建設会社が参入

した。しかし、翌06年には早くもこのうちの

３社が「本業の不振」を理由に撤退している。

撤退企業が借りていた農地は、他の参入企業

に貸し付けられたが、一部は再び遊休化する

結果となった（現在、建設３社の借入面積計は

3.8ha）。たとえ、行政、地域の支援があって

も、企業の農業経営の難しさがうかがえる。

４　安定的な供給体制はまだ途上

企業の農業参入後の薩摩川内市のらっきょ

う栽培実績をみると、栽培面積、出荷量、販

売額とも減少に歯止めをかける効果はみられ

るものの、拡大軌道にあるとまではいい難い

のが実情である（第１表）。

生産に関しては、近年の異常気象の影響が

大きく、反収は04～06年度と年々ワースト記

録を更新したこと(07年度は回復)、また早掘

り推進も反収の低下につながった。

市場のニーズとしては、鹿児島産らっきょ

うは健康食品として差別化・ブランド化を強

めるために、出荷時期をより早めて欲しいと

の声が強い。しかし、現状早掘りの安定的供

給には技術的な課題があり、栽培技術を早急

に再構築する必要がある。

唐浜らっきょうに対する需要そのものは強

いだけに、いかに高品質のものを多く安定的

に生産し、計画出荷できるか、参入企業、行

政、JA・地域の連携、協力が今後ますます重

要になってきている。

（むろや　ありひろ）
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面積（ｈａ） 
（うち出荷用面積） 

参入企業数 

出荷量（トン） 

販売額（万円） 

生産者数（人） 

２１
（１８） 

１  

３１９  

１２，３６０.８  

１１３  

０４年度 

２４
（２１） 

７  

３０８  

１１，２０５  

１１２  

０５ 

３０
（２６） 

４  

２９５  

１１，６９６  

１１８  

０６ 

２６
（２２） 

４  

…  

…  

１１７  

０７ 

第1表　企業参入後のらっきょう栽培実績 

資料　薩摩川内市 
（注）　上記計数は農協共販部分を対象。共販外の出荷分が若干 
　　ある。 

鹿児島くみあい食品のらっきょう栽培圃場



１　はじめに

京都府の日吉町森林組合において、「森林

施業プランナー基礎コース研修会」が全国か

ら34の森林組合を集めて全森連主催により開

催された。

日吉町森林組合は、後述する森林施業プラ

ンナーの先進森林組合である。現今の森林荒

廃や、なかなか進まない低コスト林業への改

革・移行問題など、多くの問題を抱える森

林・林業・森林組合界にとって極めて重要な

研修と考えられるのでその内容を紹介した

い。

２　森林施業プランナー基礎コース研修とは

(１) 施業集約化・供給情報集積事業の中核

標記補助事業は、①木材供給構造改革促進

のための協議会の設置、②提案型施業の普

及・定着化、③施業の集約化促進を目的とし

て、2007年度から2011年度の5年間、全森連

を事業主体とし、07年度予算559百万円でス

タートしたものである。

この研修は補助事業の中核をなすもので、

筆者の参加したものを含めて6、7月に計4回

実施され、全国200程度の森林組合の職員が

受講する。

(２) 森林施業プランナーとは

森林施業プランナーとは「森林施業の方針

(たとえば、低コスト作業路網の整備、高性能林

業機械の導入、列状間伐の採用等による低コス

トと長伐期化）を明確に示しつつ、利用間伐

等の施業に必要な経費等を的確に把握した上

で、具体的な施業プランとして森林所有者に

説明し、合意形成ができる技術者」(林野庁ホ

ームページから引用）を意味するものである。

具体的に言えば、わが国の零細な森林所有

者の森林施業コストを低減するためには、あ

る程度広い面積規模に団地集約することが重

要と考えられるが、そのときに必要な「提案

型集約化施業」のプランを立て、森林組合員、

森林所有者に提案する人材が森林施業プラン

ナーである。

(３) 森林施業プランナーの必要性

森林施業プランナーは、森林組合にとって

極めて重要な機能でありながら、今まで明確

には組織として位置づけられていなかった存

在であり、機能であると言えよう。

森林所有者が高齢化し、自家労働が不可能

になり、後継者も近くにいない、あるいはい

ても林業に関心が薄れて所有林の境界も分か

らず、荒廃する場合の多い昨今、森林施業プ

ランナーは、森林の団地施業の実施にとって、

すべての問題の突破口として極めて重要な機

能と考えられる。
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３　研修の内容

(１) 研修のポイント

提案型集約化施業においては、「見積もり」

と「決算」を正確・誠実に実施し、森林所有

者の信頼を獲得することが最重要ポイントと

なる。そのためには、施業する団地を誠実に

くまなく歩き、ベストな施業方法を提案でき

る技能を身につける必要があり、それが研修

のポイントとなる。

(２) 研修の内容

1日目:午後(講義）

各講師から提案型集約化施業の必要性と実

施におけるポイントを学んだ。

①地域森林ビジョンと間伐の設計

②日吉町森林組合の施業集約化の取組み

③施業集約化の意義とコスト分析

2日目(講師:日吉町森組プランナー）

現場での講義と実習で団地全体の把握にか

かるノウハウ、作業道の開設方法、集材方法、

施業コストの考え方等を、団地内を目的意識

を持って踏査しながら学んだ。講師であるプ

ランナーの真剣さがひしひしと伝わってくる

充実した実地研修であった。

午前:集約化団地の視察

(作業中・完了現場の2か所）

午後:簡易版森林施業プランの基礎講義と

実習

3日目:簡易版森林施業プランの作成・検証

(講師：日吉町森組プランナー）

4日目:間伐コスト分析シート実習

(講師：全森連）

４　むすび

日吉町森林組合の森林施業プランナーの技

能の充実、また、それ以上に仕事に対する誇

りと誠実さ、真剣さが印象的であった。ここ

までできている森林組合が現にあるというこ

とに実に勇気付けられた。森林組合の参加者

も同じ思いだったであろう。

提案型集約化施業のシステムはもちろんす

ばらしいが、これも支える人材あってのこと

である。この研修を契機として、多くの森林

組合において、各地の実情にあわせた森林プ

ランナーの制度が拡充されていくことを期待

したい。

（あきやま　たかおみ）
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１　風光明媚な郷

金山町は、山形県の東北部に位置し、東は

秋田県湯沢市と接する。町の面積の65.6％が

山林であり、田畑は11.5％と少ない。町内に

は標高400m程度の山が複数存在し、古くから

林業が盛んな地域である。人口は約7,200人。

山あいにも多くの集落が点在する。

今から約130年前の1878年に金山を訪れた

英国人イザベラ・バードは、「非常に美しい

盆地」と賞賛した。1984年からは「町並み景

観づくり100年運動」が始まり、町では特産

品の金山杉と白壁を用いた「金山型住宅」を

奨励するほか、町民をドイツに派遣すること

も行っている。

このように景観施策に意欲的な町として全

国に知られるが、最近ではグリーンツーリズ

ム（都市住民による農山村での滞在型の体験交

流活動）も盛んになり、複数の地域活性化コ

ンクールで受賞している。以下では、同町に

おける代表的な２事例を紹介したい。

２　体験交流の「共生のむら・すぎさわ」

杉沢地区では、「共生のむら・すぎさわ」

と称して、集落の全世帯（13戸）が参加し、

地域ぐるみで都市住民の農村生活体験を受け

入れている。中心となって活動している栗田

和則さん（63歳）は長年、ナメコやタラノメ

栽培など特産品づくりに力を入れてきた。

「農家の長男として当たり前のように農林業

に就いたが、山村では規模拡大が困難。次第

にもうかる農業ではなく、豊かに暮らす農林

業を目指すようになった」という。

活動の発端は1987年、岩手県の女子高の農

業体験を受け入れたことに始まる。都市住民

にとっては、農山村での暮らしが価値あるも

のだと思い当たった。その後も大学生の農業

体験を受け入れ、93年には豊かな暮らしを考

える拠点として「暮らし考房」を開設した。

この「考房」では毎年、山村生活を実践する

哲学者の内山節氏を講師に迎え「山里哲学講

座」を開催している。また本藍染やメープル

サップ（自生するイタヤカエデの樹液）採取、

チェーンソークラフト、農作業体験のほか、

民泊も受け入れている。

さらに活動に弾みがついたのは98年、金山

町とJR東日本の共同出資による第３セクター

が運営する滞在型ホテル「シェーネスハイム

金山」が開業したことだ。同ホテル宿泊者向

けの体験学習プログラムをこの杉沢の集落全

体で受け入れることとなった。たとえば、山

ぶどうのツルで編んだ籠づくりなどを行う

｢ツル細工｣や、綿布を重ね合わせて一針抜き

に細かく刺し縫いにする「刺し子」など、古

くからこの地に伝わる伝統技術を各農家で体
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験することができる。１回で5～6名を受け入

れ、それら商品の販売のほか、希望者には農

産物も販売している。

また、空き家となった家屋を「金山スロー

村」と名づけて、山村での生活をさらに深く

体験できる施設も用意している。こうした取

組みはマスコミにも取り上げられることが多

く、年間２千人弱がこの集落を訪れている。

３　廃校舎を活用した「四季の学校」

谷口地区（全36戸）にある金山小学校谷口

分校が96年に110年の歴史を閉じることとな

った。いったんは校舎を取り壊し跡地に宿泊

研修施設を建設するよう町に要望する方向で

話が進んだ。しかし、「愛着ある校舎をこの

まま取り壊していいのか。記念碑だけが建つ

ような状態にはしたくなかった」と語るのは、

同校卒業生で廃校舎の再利用を進めた庄司博

司さん（60歳）。地区外からも校舎を残すべき

だと応援してくれる人が多くあり、さまざま

なヒントやアドバイスが寄せられた。そうし

たなか、都市住民と地元住民が体験交流する

学習施設「四季の学校・谷口」と、手打ちそ

ば屋「がっこそば」の案が浮上した。

しかし、町内ではソバがほとんど栽培され

ておらず、庄司さん自身も手打ちそばには関

心がなかった。そこで、地区内外の住民や役

場・JA職員など14名の有志で谷口分校運営委

員会を結成し対応を検討した。こうして事業

化の目途が立ち、97年にスタートした。

「四季の学校・谷口」は、春夏秋冬それぞ

れ１泊２日の日程で田植えや山菜採りなどの

体験のほか、校舎の修繕作業も行う。毎回20

～30名の参加があり、なかにはこの体験をき

っかけに仙台の女性が町内の農業者と知り合

い嫁いだ例もある。また宿泊体験者が中心と

なり、2000年には出先となる「仙台分校」が

開校し、谷口の人たちが出向いて餅つきやそ

ば打ちを行うなどしてPRに一役買っている。

一方、「がっこそば」は、土日営業（平日は

予約制）だが、開業から10年経過した現在で

も年間２万人弱の来客があり、地域の名所と

して定着している。そば打ち体験や店で働く

地元主婦らによる自前料理が人気で、リピー

ターも多い。またソバも今では町全体で80ha

近く栽培しており、校舎に併設した製粉所

（元は教員住宅）で自家製粉し、そば愛好家や

近隣の製粉所にも販売している。

４　外部交流で価値創出

上記２事例では、これまでの取り組みに対

する関係者の自信とともに、地元の山村を誇

りに思う強い心情がうかがえる。

外部の人との交流を通じて、その地域なら

ではの新たな価値を見いだし、独自に創意工

夫している点が事業を持続的に発展させてい

ると考えられる。さらなる発展を期待したい。

（きむら　としぶみ）
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当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

人口減少と経済成長

(南　武志)

人口推計は、国家の中長期的な制度設計の前提

条件として重視されるが、常に下振れる傾向にあ

り、年金制度の頻繁な変更が若年層の不信感を高

めてきた。最近では、晩婚化・非婚化に加え、既

婚女性の出産数も減少し始めるなど、21世紀の日

本の総人口は減少し続けることは不可避である。

人口減少は労働力や消費需要の減少、貯蓄率低

下などを通じて中長期的に経済成長の抑制要因と

なりうるが、近代経済成長では労働力や資本の投

入量増加より、生産性向上の方が重要だった。今

後、30歳代前後の女性や高齢者の労働力率の引上

げなどで労働力人口の減少を少しでも食い止める

努力とともに、世界的に決して高くない労働生産

性の向上努力が必要である。

食品産業の原料調達動向

(藤野信之)

加工食品メーカーや外食･中食事業者は、バブル

崩壊後の消費者の低価格志向、円高、輸入自由化

を要因に、より安価で加工しやすい食品原料を海

外に求めるようになった。

加工型加工食品の食料原料比率は、一般に原料

の海外依存度を高めることによって維持･低下して

きた。しかし、漬物を主体とする農産保存食料品

や酪農品原料の海外依存度は相対的に低く、国産

原料の動向が原料比率を維持･低下するうえでより

重要となる。

いずれにしろ加工型食品製造業・外食産業の食

材仕入れは国産品が多い。売上規模が小さい外食

企業ほど国産野菜志向が強い事実とあわせ考える

と、地産地消における食農連携の推進が、輸入対

抗力、自給率向上に有効・不可欠なことを示して

いる。

中国におけるトウモロコシの需要変化

(阮　蔚)

06年末穀物等による燃料エタノールの生産が世

界で過熱化しているさなか、中国は穀物によるエ

タノールの生産拡大にストップをかけた。エタノ

ール原料としての需要増が国内トウモロコシ価格、

飼料価格、豚肉価格の大幅上昇につながったこと

による。

エタノール以上に、スターチ等の工業需要が急

拡大している。トウモロコシの総需要に占めるエ

タノール用のシェアは06年に2.8%に過ぎなかった

が、スターチ用は13%以上になった。中国の一人

当たりのスターチ消費量はまだ先進国の10～20%

の水準にあることから今後も需要が伸び、飼料需

要も緩やかに増えよう。一方、トウモロコシの生

産増は需要の伸びに追いつかず2010年にかけて中

国は輸入国化しよう。

多重債務問題の対応と地域金融機関

(古江晋也)

近年、多重債務者が200万人超ともいわれてい

るなか、多重債務者向けに複数債務を一本化する

借換ローンを販売する金融機関が増加している。

しかし、多重債務問題を根本的に解決するには、

配偶者や家族等の協力体制の構築や継続的な相談

者へのサポートのもと、生活再建を図ることが必

要である。

本稿は、このようなサポート体制を構築し、多

重債務問題の解決を図っている４つの地域金融機

関の取組みに焦点を当てたものである。今後、多

重債務問題に取り組もうと考えている金融機関の

参考になれば、幸いである。また、同テーマを扱っ

たものとして弊社発行の『金融市場』でもレポー

トを掲載しているので、併せてご覧いただきたい。
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当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

日本の住宅ローン証券化の

現状と今後の行方　　　(鈴木　博)

住宅ローン市場では、90年代後半以降、商品設計

自由化等を背景に民間金融機関の取扱シェアが広

がり、また、06年度までの住宅金融公庫の廃止と証

券化支援法人への移行もあり、フラット35買取型

が開始されるなど、住宅ローン証券化も増加した。

住宅ローンは完済までに20～30年の長期を要

し、この間、金融機関は信用リスクや金利変動リ

スクを抱えることになる。住宅ローン証券化は、

こうしたリスクを証券化に参加する業者が分担す

る仕組みである。

07年４月の住宅金融支援機構の発足や金利上昇

傾向のなかで、日本の住宅ローン証券化は、長期

固定金利ローンを中心に引き続き拡大していくも

のと予想される。

情勢判断

１　マーケットは８～９月の追加利上げを意識

するが･･･

２　2007～08年度経済見通し（２次QE後の改訂）

３　米国：長期金利の再上昇リスクと景気抑制

効果に注意

４　経済・金融の動向

今月の焦点

１　収益力強化への基盤固めを示す大手金融グ

ループの決算

２　民営化「ゆうちょ銀行」の経営展開を考える

３　中国労働金庫の多重債務問題への対応
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情勢判断

１　８月利上げのサポート材料は決して多くな

い

２ 「適温」のシナリオのもと政策金利変更の可

能性は小さい

３　経済・金融の動向

今月の焦点

１　関東つくば銀行の個人リテール業務

２　バイオ燃料向け需要増を背景に穀物価格が

急騰

３　消費者物価指数の構成とその変動要因

情勢判断

１　８月は見送られたが、07年10～12月には追

加利上げも

２　金融市場の混乱続けば、ＦＲＢのＦＦレート緊

急利下げも

３　経済・金融の動向

４　2007～08年度改訂経済見通し

今月の焦点

１　八十二銀行の個人部門の取り組み

２　長崎県民信用組合の多重債務問題への対応

３　リートの投資動向と先行き投資環境

４　07年地価の状況

金融市場農林金融2007年８月号



「人づくり」とは、つまるところ「米づく

り」と同じだとつくづく思う。

「米づくり」に大切なのは、太陽と水と土

であるが、「人づくり」も、この３つの条件

が必要である。

まず太陽である。太陽の光のように、農協

のビジョンと改革の目標が明確に示されると

ともに、その改革を担う職員像についても具

体的に描かれていること。そして太陽の熱の

ように、経営トップが期待する職員像の育成

に向けて積極的に取り組む意欲と姿勢を示し

ていること。もちろん教育研修に必要な予算

措置は、惜しむことなく確保していることで

ある。「人づくり」にとって、必要不可欠な

第１の条件は、この太陽の光（理想）と熱

（情熱）である。吉田松陰は、短い生涯を、理

想と情熱を賭けて「松下村塾」を主宰し、幕

末維新を担う幾多の俊傑を輩出した。

次に大切なのは、水である。いつも根を潤

し、茎から穂へと吸いあげられていく水に恵

まれてこそ、稲が日々成長していくように、

「人づくり」にとっても、人の心にみずみず

しい気概を育み、人と人の心をつないで澱
よど

み

なく流れていく、ヒューマンリレーションと

いう水利系が必要である。

農協で不祥事が起こると、その原因に「風

通しの悪い職場環境」があげられる。企業の

製造現場でも、短期的な成果主義の行き過ぎ

や、正社員の削減と派遣社員の活用による職

場での一体感の喪失から、コミュニケーショ

ンが途絶え、品質管理面で変調が生じつつあ

ることが報告されている。

ヒューマンリレーション、すなわち職員

個々が自発的に能力を発揮し、しかも全体で

成果をあげるために結束し、協力しあって果

敢に挑戦していくこと、さらに、そのチーム

力のなかで職員個々が鍛えられ育成されてい

くこと、こうした個と全体を循環する豊かな

水利系が「人づくり」の第２の条件である。

最後に大切なのは、土である。「米づくり」

は「土づくり」ともいわれる。「年月かけて

つくり上げた田の土は非常に美しい。手ざわ

りも羽二重のような感触です。そいいう田に

温度計を入れてみると、地温が高い。つまり

温かい土なんです。一握りの土に十億とか十

数億とかいうたくさんの微生物が、生きては

死に、また生まれ返って、目に見えない豊饒

の世界をつくり出している。」（『文化としての

田んぼ』星寛治）こうした豊饒な土壌のなか

で、稲が生育していくように、「人づくり」

もまた、その組織で長年培われ耕されてきた

風土（土）に左右される。

したがって豊饒で強固な組織風土、すなわ

ち結果が出るまで粘り強く努力を続け、決し

てギブアップしない。結果が出ても緩むこと

なく、さらに新たな目標に向かって挑戦し続

ける耐性の強い肥沃な土づくりこそ、「人づ

くり」の第３の条件である。

「人づくり」は「米づくり」と同じ、太陽

と水と土の３条件が必要だと、つくづく思う。

（きのした　じゅんいち）
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